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貸 借 対 照 表

株式会社　ファイブシーズヘルスケア

負 債 の 部

科　　　　目 金　　　額

資 産 の 部

科　　　　目 金　　　額

円

令和  8 年  3 月 31 日現在

【         】 【 】【 】【         】 307,006,422流 動 資 産 流 動 負 債 1,222,232,469

739,644現 金 短 期 借 入 金 1,018,574,904

10,000,000当 座 預 金 前 受 金 508,200

93,762普 通 預 金 預 り 金 4,584,435

288,760,710売 掛 金 仮 受 金 294,370

9,770立 替 金 未 払 費 用 3,424,374

834,848未 収 入 金 未 払 法 人 税 等 6,628,900

6,080仮 払 金 賞 与 引 当 金 20,876,400

6,590,569前 払 費 用 処 遇 改 善 引 当 金 5,379,159

;28,961貸 倒 引 当 金 短 期 リ ー ス 債 務 25,952,173

【 】【         】 1,152,126,932固 定 資 産 未 払 金 135,416,054

（ ）（            ） 1,047,456,878有 形 固 定 資 産 未 払 消 費 税 等 593,500

【         】 【 】696,929,317建 物 固 定 負 債 684,934,318

;237,866,078建物減価償却累計額 長 期 リ ー ス 債 務 615,693,432

395,152,158付 属 設 備 預 り 敷 金 65,512,000

;299,560,075付属設備減価償却累計額 資 産 除 去 債 務 3,728,886

38,073,268構 築 物

;31,252,333構築物減価償却累計額 負 債 の 部 合 計 1,907,166,787

2,860,572 純 資 産 の 部車 両 運 搬 具

;2,860,570車両運搬具減価償却累計額

【         】 【 】58,380,986什 器 備 品 株 主 資 本 ;448,033,433

（       ） （ ）;51,635,907什器備品減価償却累計額 資 本 金 99,000,000

638,792,201有 形 リ ー ス 資 産 資 本 金 99,000,000

（           ） （ ）;159,556,661有形リース資産減価償却累 資 本 剰 余 金 4,800,000

（ ）（            ） 14,142,083無 形 固 定 資 産 資 本 準 備 金 4,800,000

（           ） （ ）1,804,635ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金 ;551,833,433

4,263,000無 形 リ ー ス 資 産 利 益 準 備 金 2,784,600

8,074,448借 地 権 繰 越 利 益 剰 余 金 ;554,618,033

（ ）（       ） 90,527,971投 資 等

70,719,229差 入 保 証 金

19,808,742繰 延 税 金 資 産 純 資 産 の 部 合 計 ;448,033,433

1,459,133,354資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 1,459,133,354



株式会社　ファイブシーズヘルスケア

個 別 注 記 表

自 令和  7 年  4 月  1 日

至 令和  8 年  3 月 31 日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 固定資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産
　　　　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く。）
　　　　並びに平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については
　　　　定額法）を採用しています。
　②　無形固定資産
　　　　定額法を採用しています。
　③　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンスリース取引
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
　　　　　なお、リース取引開始日が平成20年3月31日以前の不動産に係るリース取引に
　　　　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しています。

２. 引当金の計上基準
　①　貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について貸倒
　　　　　　　　　　　実績率より計上しています。ほか、個々の債権の回収可能性を
　　　　　　　　　　　勘案して回収不能見込額を計上しています。
　②　賞与引当金　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を
　　　　　　　　　　　計上しています。
　　
３. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　①　リース取引の処理方法
　　　土地建物に関するリースも含め、リース取引に関する会計基準に準じて処理してい
　　　ます。なお、未経過リース料総額は、641,645千円であります。
　②資産除去債務
　　　原則法あるいは簡便法（敷金に関する特例処理）にて、原状回復義務を有するす
　　　べての事業所に対して計上しています。
　③消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

　

Ⅱ. 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額
　　建物減価償却累計額 237,866,078円
　　建物附属設備減価償却累計額 299,560,075円
　　構築物減価償却累計額 31,252,333円
　　車両運搬具減価償却累計額 2,860,570円
　　什器備品減価償却累計額 51,635,907円

Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 1,980株


	
	
	当事業年度





